


様式６

　　令和８年　　月　　日
焼津市立総合病院
焼津市病院事業管理者　様
　　　　　
所在地
商号又は名称
代表者職氏名　			㊞

参加資格に対する申立書

[bookmark: _GoBack]令和８年度焼津市立総合病院経営改善計画実行支援業務委託に関する公募型プロポーザルに参加するに当たり、当社は下記の参加資格を満たすことを申し立てます。

記

次に掲げる事項については、事実と相違ありません。
また、連名による応募及び複数の応募はしないほか、本業務の再委託はいたしません。
（1） 法人格を有していること
（2） 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当しない者
（3） 会社更生法（平成14年法律第154号）の規定による更正手続き開始の申立てがなされていない者
（4） 民事再生法（平成11年法律第225号）の規定による再生手続き開始の申立てがなされていない者
（5） 破産法（平成16年法律第75号）に基づく破産手続き開始の申立てがなされていない者
（6） 金融機関の取引停止処分がなされていない者
（7） 解散又は廃業した法人でない者
（8） 本業務にかかる公募の日から契約締結の日までの間に、焼津市競争入札参加資格停止措置要綱（平成24年焼津市告示第30号）に基づく資格停止を受けていない者
（9） 法人税並びに消費税及び地方消費税の滞納をしていない者
（10） 焼津市が課する税について滞納をしていない者（焼津市への納税義務がない法人については
　　　 本項目を考慮しなくてよい）
（11） 公募開始日時点で、公益社団法人日本医業経営コンサルタント協会の認定登録法人であるこ
　　   と。
（12）次のアとイを満たす者を統括責任者及び主任担当者としてそれぞれ配置すること。
1 公益社団法人日本医業経営コンサルタント協会が認定する医業経営コンサルタントの資　　格を有していること。
2 平成28年４月１日以降（過去10年間）に受注しかつ完了している、許可病床数が300床以上の病院の経営改善実行支援業務を担当しかつ履行した実績を有すること。但し、独立行政法人、国立大学法人、都道府県若しくは市町村が設置する病院又は公的病院（医療法第31条に規定する厚生労働大臣が定める者の開設する病院）に限る。
（13） 上記のほか、次のいずれにも該当しないこと。
1 役員等（入札参加者が個人である場合にはその者を、入札参加者が法人である場合にはその役員又はその支店若しくは常時契約を締結する事務所の代表者をいう。以下この号において同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77 号。以下「暴力団対策法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下この号において「暴力団員」という。）であると認められる。
2 暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この号において同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められる。
3 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められる。
4 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持運営に協力し、若しくは関与していると認められる。
5 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる。
· 連携協力企業等（参加するものと協力し、当該参加する者の責任の下に本事業の一部を行うもの）があるときは、当該連携協力企業等においても同様とする。




